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１０）環境団体が訪問
　＜社会・環境報告書2010・WEB版28頁「環境関連団体

がキッコーマングループを訪問」参照＞

１１）完全混合飼料（TMR）センター報告
　＜社会・環境報告書2010・WEB版30頁「完全混合飼料
（TMR）センター情報交換会で発表」参照＞

９）アジア諸国からの研修生への環境セミ
ナー開催

　＜社会・環境報告書2009・46頁「アジア諸国からの
研修生への環境セミナー開催」参照＞

　2008年11月6日、アジア14
カ国から21名の食品関連環
境保全専門家がキッコーマン
食品野田工場を訪れ、環境保
全活動についてのセミナーを
受講しました。セミナーでは、
キッコーマンの環境保全体制
や具体的な活動内容と共に、
食品廃棄物・副産物の再生利
用実態が紹介されました。
　このセミナーは、アジア生産性機構（APO）＊1が2008年度
のプロジェクトとして(社)国際農林業協働協会に実施を依頼
した「食品流通・加工セクターにおける残さ処理」研修の一環
として行われたものです。
　研修は、第1日目「飼料化工場見学」第2日目「技術・研究動
向とメーカーの実例見学」第3日目「飼料化のループ見学」第4
日目「外食産業の取組、飼料化・エネルギー化工場見学」の4
日間行われ、キッコーマンは第2日目の「メーカーの実例見
学」部分を担当しました。

「アジア生産性機構（APO）」
1961年にアジア諸国の国際協定により設立された国際
機関で、加盟国の相互協力により生産性の向上を図り、そ
の経済発展に資することを目的としています。具体的に
は、生産性向上を目指す人づくりのため、工業・農業及び
サービスの各分野において、国際会議やシンポジウムの
開催、研修やセミナーの実施、フェローシップの授与、専
門家や視察団の派遣、調査研究や教材の開発、広報出版
などの事業を行っています。
APOは、生産性の向上は環境保全と両立しなければなら
ない、という考え方から、1994年以来、この2つの同時達
成を目指した「緑の生産性（GP）」事業に着手してきてい
ます。その一環として、2003年には、環境経営・技術・サー
ビスに豊富な知見を持つ日本企業の助言や協力を得る
ため、企業のトップと、環境保全責任者による「緑の生産
性諮問委員会」が結成されています。（2008年10月現在
61社）。キッコーマンはその会員であり、今回のセミナー
はその活動への協力の一例です。

　2010年2月、千葉県四街道
市の環境団体「ストップ地球
温暖化千葉推進会議」のメン
バー11名がキッコーマン「も
の知りしょうゆ館」を訪れまし
た。同会議は、国や県の地球
温暖化防止計画と連動しなが
ら、温暖化防止市民活動実
践、出前授業、提案・提言、広
報・啓発等の活動を展開しています。キッコーマン環境部は、
もの知りしょうゆ館で、キッコーマングループの環境保全推進
体制、中長期環境方針と具体的な活動を紹介し、今後の展望
を説明しました。
　参加者の方々からは、「会社設立時から環境保全活動に力
を入れていることがよく理解できた」「地球温暖化防止に向け
てのCO2削減を1990年比15％達成はすばらしい」などのお言
葉と同時に、「田畑が減少する中で、原料の自給率を向上させ
られないものか」「NPOなどとタイアップした環境教育は考え
られないか」などの注文も出されました。

　2010年3月、TMRセンター
の情報交換会で、キッコーマ
ン環境部はキッコーマング
ループで行っているしょうゆ
粕の飼料活用事例について
報告しました。
　TMRセンターは、畜産経営
の安定化を図るため飼料生
産から調整、供給を支援する
組織で、科学技術館サイエンスホールで行われた「平成21年
度自給飼料活用型TMRセンターに関する情報交換会」には、
酪農関連の産、学、公の関係者約300名が出席しました。

　キッコーマングループは、
グループ最大の副産物であるしょうゆ粕を家畜飼料原料に
100％活用していること
その家畜飼料は製品として管理されているため高品質で
あること

を紹介。廃棄物・副産物の利用方法向上の取り組みが食の安

○

○
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２．関係団体との活動実施

１）地域団体への協力
　＜2005年度記載＞

全・安心への信頼強化や食料自給率の向上による持続可能性
社会の実現につながっていることなどを説明し、食品製造業者
として果たすべき社会的責任と環境への配慮を訴えました。

　2010年8月、キッコーマン
環境部は、野田市清水公園に
小学生を招いて開催している
エコ学習を、学校と協力した
生物多様性保全活動の実践
例として、千葉県生物多様性
戦略室セミナーで発表しまし
た。さまざまな生き物があり
のままに生きる姿を紹介し、
多様な生き物が暮らす環境保全の大切さを子供たちに伝え
る活動は、教育現場と連携した企業活動として注目され、10月
に名古屋で開かれたCOP10でも千葉県の事例の一つとして
紹介されました。

　キッコーマングループは、環境保護に関わる各種の地域団
体に代表者を派遣し、重要な役割を果たしています。
 
（１）関東農林水産関連企業環境対策協議会 
　「会員相互の緊密な連携を保ちつつ、環境保全・公害防止
等に関する調査研究、情報交換及び研修等を行い、もって、農
業関連企業の健全な発展と環境保全に努める」ことを目的と
した団体で、1973年の結成以来、キッコーマンは会長あるい
は副会長を歴任し、日本デルモンテ社も理事を担当していま
す。また、北海道地区、近畿地区においても同様の協議会に参
加しています。
 
（２）千葉県環境計量協会
　「環境計量に関する技術の向上と、適正な環境計量の実施
を確保することを目的として各種事業を実施し、併せて関係諸
機関との連携を密にしつつ、千葉県の公害対策並びに環境保
全に寄与すること」を目的とした団体で、1976年以来キッコー
マンは、会長、副会長などを歴任しています。
 

２）地域活動への協力

（３）干葉県環境保全協議会
　「公害防止管理者等の環境保全に関する知識と技術の涵養
と交流及び公害防止管理者等の相互理解の推進を図るととも
に、県民に対して環境保全に関する知識と技術の普及と啓も
うを図り、もって工場、事業場等における公害防止管理の円滑
な遂行と地域における環境の保全に資すること」を目的とす
る団体で、1975年以来、キッコーマンは副会長および総務委
員を担当しています。
 
（４）野田市環境審議会
　「環境の保全に関する基本的事項について、市長の諮問に
応じ、答申するほか、必要と認める事項について、調査審議し、
市長に意見を述べる」もので、キッコーマンは、商工会議所を
代表する立場から委員を派遣しています。

（１）福島県南相馬市の内部環境監査に協力
＜社会・環境報告書2008・42頁「福島県南相馬市の内部監査
　に協力」参照＞

　福島県南相馬市（旧・原町市）では、環境監査役、主任環境
監査員および環境監査員がチームを作り、市役所内各課、所、
室の事務遂行における環境への配慮を監査しています。この
チームに参加する環境監査員には、外部の機関が主催する
「内部環境監査員養成研修」を受講した課長級の職員を任命
していますが、同時に、市内企業の内部環境監査員、あるいは
内部環境監査員資格を持っている市民をも迎い入れ、実効性
を高める努力をしています。
　日本デルモンテ福島工場では、現在の南相馬市がこの取り
組みを開始した原町市時代以来、毎年内部環境監査員の派遣
協力を行ってきました。2007年度も環境監査有資格者2名が、
市の事前研修会を受講し、市の作成したチェックリストをもと
に、市の環境監査員と共に市立病院、区役所建設課の内部環
境監査を担当しました。

（２）工場周辺環境美化活動

＜社会・環境報告書2010・WEB版30頁「工場周辺の環境美化
　活動」参照＞

　フードケミファ岐阜工場では、
地域の人々と協力して環境美
化活動に力を入れています。
　岐阜県瑞穂市では、2008年
度から環境イベント「水と緑
の回廊づくり」運動を始め、4
年間で2,000本の桜苗木を五

１２）生物多様性発表
　＜社会環境報告書2011・20頁「企業と生物多様性セミ

ナーでエコ学習成果発表」参照＞

【 フードケミファ岐阜工場 】
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六川（ごろくがわ）堤防に植樹する計画です。岐阜工場は、この
計画に協賛して450本の苗木の植樹を行いました。また、工場
東側に流れる犀川（さいがわ）にも、ソメイヨシノの苗木を
500本植樹しました。岐阜工場のこのような活動は、将来何年
後かに花開く環境美化を目指すばかりでなく、地域での生物
多様性保全にも役立つことを願ったものです。さらに工場の
スタッフは、毎月1回地域の人たちと一緒にぽい捨てごみの収
集も行い、資源回収と環境浄化にも努めています。

（１）チーム・マイナス6％への参加
＜社会・環境報告書2007・40頁「チーム・マイナス6％への
　参加」参照＞

　2005年2月16日に発効した京都議定書で日本が掲げた目
標は「温室効果ガス排出量6％の削減」です。チーム・マイナス
6％は、この目標を達成するための、一人ひとりのアクションプ
ランとして、2005年4月28日に政府の地球温暖化対策推進本
部が立ち上げた国民運動です。

　一人ひとりの力はそれほど大きくないかもしれない。一人
ひとりの行いは、ちょっとしたことかもしれない。でも、それが
チームとなって結集すれば、地球規模の大きな力になれるの
ではないか・・・チーム・マイナス6％では、CO2削減のために、
一人ひとりが実行可能な6つのアクションプランが設定されて
います。
 
温度調節で減らそう
冷房の設定温度は28℃、暖房時の室温は20℃にしよう。無
理な節約するまでもなく、冷暖房の使用を1℃控えるだけ
で、大きな削減効果が期待できます。
水道の使い方で減らそう
蛇口はこまめにしめよう。シャワーを1分間出しっ放しだと
10ℓにもなる。しかも、水だけでなく、ガスや電気を使って
わざわざお湯にしたものをじゃぶじゃぶ捨てている。それ
に、水道水の送水にもたくさんの電気が使われています。 
自動車の使い方で減らそう
ガソリンはクルマを動かすからこそエネルギー。でも、停車
や駐車時のアイドリング時には1分当たり約0.014ℓが消費
され、限られた資源をムダに消費しています。
商品の選び方で減らそう
環境を考えていない製品は、結局、人間のことを考えてい
ない製品。新しく家電製品を買うときに注目したいのが
「省エネ性能」。年間電気料が数万円単位で違うこともあ

○

○

○

○

り、特に古い機器を使い続けている場合、買い替えコストと
電気代を比べてみると、愕然とする数字が出ることも。
買い物とゴミで減らそう
過剰包装を断ろう。スーパーから家までの短時間だけしか
使われない手提げ袋は、1年間で1人が230枚を使用して
いる。家に帰れば不要になる袋やトレーは、作る際にも、再
生・破棄する際にも、CO2を排出しています。買い物の際に
は専用のバッグをひとつ用意すれば、このムダは排除され
ます。
電気の使い方で減らそう
コンセントからプラグをこまめに抜こう。例えば、数分しか働
かないレンジが丸一日、電気を食べ続けている。電気製品
を使用していないときに、タイマーなどのために消費され
る電力（待機電力）は、家庭の電力消費のなんと10％にも。

 
　キッコーマングループは2006年8月にこの趣旨に賛同して、
チームの一員になりました。
　キッコーマン環境部が外部との窓口になり、各担当部署が
中心になって、社内での部屋の温度管理、自動車の利用や
クールビズの徹底、水道・電気の使用状況の監視を進めると
共に、社員一人ひとりに向けて啓蒙活動を行い、参加を呼び
かけています。 

（２）「食品リサイクル法改正」への協力
＜社会・環境報告書2008・42頁「環境関連団体の活動に協力」
　参照＞

　2007年12月の「改正食品リサイクル法」の施行に備えて、
農林水産省では、食品・農業・農村政策に関する重要事項な
どを広く調査審議する「食料・農業・農村政策審議会」の中
の食品産業部会の下に、食品リサイクルを専門事項として
調査・審議する「食品リサイクル小委員会」（学界、業界団
体、企業、専門家などによる13名で構成）が設置され、食品
リサイクル法の総合的な検討が行われました。

　あわせて、
環境省では、大臣の諮問機関である「中央環境審議会」に
廃棄物処理およびリサイクル推進に関わる重要事項を調
査審議する「廃棄物・リサイクル部会」を設け、その下に食
品リサイクル法に基づく食品循環資源の再生利用等を検
討する「食品リサイクル専門委員会」（行政、学会、企業、業
界団体代表などによる17名で構成）を設置しました。

　キッコーマンでは、上記2つの委員会に委員として参加、改
正審議に協力しました。

　さらに、
（財）食品産業センター＊1には、同センターが実施する「食
品資源循環形成推進事業」＊2を進めるため、「認証制度構
築事業総合検討委員会」と「普及啓発事業検討委員会」が
設置され、さらに「認証制度構築事業総合検討委員会」に

○

○

○

○

○
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は、具体的方策を検討する「認証制度広報戦略部会」「認証制
度運用基準作成部会」「製品認証制度運用基準作成部会」「認証
団体公募基準作成部会」という下部組織が設置されました。

キッコーマンは「認証制度構築事業総合検討委員会」と「普及
啓発事業検討委員会」、および「認証制度広報戦略部会」の3
委員会に委員を派遣し、改正食品リサクル法の趣旨を徹底さ
せる仕組み作りに協力しました。

「食品産業センター」
食品産業界全体の相互連携を強化しつつ、食品産業の健
全な発展を図るための唯一の中核的・横断的団体として、
1970年に設立された財団法人。消費者、農水産業者との
連携も図りながら、食品産業界の調整役・推進役としての
役割を遂行。
「食品資源循環形成推進事業」
食品リサイクル法の趣旨を徹底し、食品再生利用等の促
進を図るため、食品関連事業者における優良なリサイク
ルの取組みやリサイクル製品を第三者機関が評価し認証
する仕組みを整備し、食品リサイクル制度の見直し内容
の普及啓発を図る事業 

＜社会・環境報告書2009・46頁「食品資源循環推進事業の
　検討委員会に参加」参照＞

　キッコーマンは、2008年度も「認証
制度構築事業総合検討会」と「普及啓
発事業検討委員会」、および「製品認証
制度運用基準作成部会」に継続して委
員を派遣し、食品リサイクル法の趣旨を
徹底させる仕組みづくりに協力しまし
た。委員会は、食品リサイクル肥料認証制度と認証された食
品リサイクル肥料使用農産物・加工食品普及制度の2つから
構成される、食品リサイクル製品一認証・普及制度を構築しま
した。認証制度と普及制度は共通の識別マーク（右図）を使用
する画期的なものであり、食品リサイクルのマークが付いた
農産物等が店舗に登場することで、食品リサイクル製品の拡
売が期待されます。今後、キッコーマングループは本制度の普
及に努めます。

（３）グリーン購入ネットワーク（GPN）に協力
＜社会・環境報告書2009・46頁「グリーン購入ネットワーク
　（GPN）に協力」参照＞

　GPNは、グリーン購入を促進するために1996年2月に設立
された、企業・行政・消費者の緩やかなネットワークです。全国
の多種多様な企業や団体が同じ購入者の立場で参加してい
ます。ネットワークでは幅広く購入の普及啓発を行うととも
に、優れた取り組み事例の表彰・紹介、購入ガイドラインの策
定、環境に配慮した＜エコ商品ねっと＞などをまとめたデー
タベース作り、国内外における調査研究活動、地域ネットワー

クの立ち上げなどを通じて、消費者・企業・行政におけるグ
リーン購入を促進しています。

　キッコーマンは1996年よりGPNに参加しています。2008年
度に、キッコーマンも協力して策定された＜エコ商品ねっと＞
の「食品（加工食品）購入ガイドライン」では、「加工食品の購
入にあたっては、以下の事項に取り組む事業者により製造さ
れた、環境への負荷ができるだけ小さい製品を購入する」とし
て、購入に際して考慮すべき重要な環境的観点がリストアッ
プされています。

　例えば、「原材料」に関する点では、
環境に配慮した原材料調達に関する方針策定や取引事業
者への情報把握・開示を要請していること
肥料・農薬・除草剤の量や種類を把握し、管理・改善及び使
用量の削減に取り組んでいること
原材料輸送時には、環境負荷の小さい輸送手段・輸送方法
を採っていること
省エネルギー・資源の有効利用につながる栽培・飼育方法
に努めていること

とし、その他、「容器包装」「加工・物流時のエネルギー削減」の
分野でも同様に考慮すべき重要事項が列記されています。
　キッコーマングループは、これらガイドラインに沿って、キッ
コーマン「特選丸大豆しょうゆ」、デルモンテ「トマトケチャッ
プ」、マンズワイン「ソラリス」などを掲載します。

（４）エコ商品ねっとに参加
＜社会・環境報告書2010・WEB版30頁「エコ商品ねっとに
　参加」参照＞

　「エコ商品ねっと」は、GPNが運営する環境配慮型商品を掲
載・紹介するウェブサイトです。＜Ⅵ-2-3）-（３）参照＞

　キッコーマングループは、2008年度に食品を「エコ商品
ねっと」に掲載するための基準づくりに参加。2009年度、「有
機しょうゆ」「こいくちしょうゆ」「本つゆ」「わが家は焼肉屋さ
ん」「うちのごはん」「トマトケチャップ」「ラクベジ」「本みりん」
「ソラリス」などの商品が「エコ商品ねっと」に掲載されました。
サイトでは、各商品の環境関連情報が開示されています。

　例えば、「キッコーマン特選丸大豆しょうゆ」で開示されて
いる環境関連情報は以下のようなものです。

＊1

＊2
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化学肥料・農薬の使用削減
GAPに沿って工程管理を行って栽培された材料を使用し
ています。
肥料・農薬・除草剤削減に関する特記事項
原料は残留農薬ポジティブリスト制度に準拠したものを
使用し、さらにガスクロによる自社分析も実施しています。
原材料輸送時の負荷低減
主原料の大豆・小麦・塩の海外輸入品については、CO2排
出の少ない船舶を輸送手段としています。
栽培・飼育時の省エネルギー
主原料の大豆については毎年産地調査を行い、その際、
農薬散布履歴等についても調査しています。
軽量化
形状や形態の変更、薄肉化等により軽量化を図っています。
軽量化に関する特記事項
一昨年、特選丸大豆しょうゆ500mℓのPETボトル重量を、
1g軽量化を実現しました。
包装点数の削減
100mℓのキャップ本体にいたずら防止機能を設けること
により、キャップシールを廃止しました。
包装材のリサイクル設計
使用後に、素材ごとに分別しやすくしたり、素材統一するよ
うに設計しています。
リサイクル設計の内容
蓋はボトルから簡単に離脱できる構造設計で、離脱方法
についてはラベルに表記をしています。
再生材の使用
容器包装に再生材を使用しています。
再生材の使用状況
外箱の段ボールは、主要取引先の2007年実績で、古紙含
有率97.9％でした。
環境に配慮したバージンパルプの使用
包装材に環境に配慮したバージンパルプを使用しています。
包装材への印刷
第三者の基準やプログラムに沿って、環境に配慮した印刷
を行っています。
包装材に関する特記事項
「容器包装に関する指針」を2008年3月に制定し、キッコー
マングループ全社に適用しています。
製品出荷時の物流
自社工場と委託工場からの製品出荷時のCO2削減に取り
組んでいます。
加工時の省エネ
自社工場と委託工場で、製品加工時の省エネルギーに取
り組んでいます。
副産物の再資源化
自社工場と委託工場で、製品加工時に発生した副産物の
再資源化に取り組んでいます。
非遺伝子組換え作物の使用
大豆は、遺伝子組換えではありません。

国産材の使用
容器包装に国内の木材等から得られたバージンパルプを
使用していません。
他の環境配慮特記事項
原料ではIPハンドリング・農薬調査等々、包装材料では、容
器包装委員会等で環境面の確認をしています。

（１）容器包装ダイエット宣言に参加
＜社会・環境報告書2006・39頁「容器包装減量化の一環と
　して容器包装ダイエット宣言を発表」参照＞

　現在、日本の一般家庭から出るゴミの多くは、商品の容器や
包装で占められています。容器、包装をいたずらに多くすると、
容器・包装作製のためにムダなコストがかかる
容器や包装に取られる分だけ荷物の積込み容量が少なく
なり、荷物の流通コストが増える
容器や包装分だけ買い物時の荷物が重くなり、家庭から
出るゴミの量も多くなる
家庭からのゴミが増える分ゴミ処理にかかるコストが上が
り、税金がムダに使わることになる
など、さまざまな領域でムダが生まれます。

　容器包装を少なくすると、上記のムダが軽減されるばかり
でなく、
天然資源のムダを抑制する
ゴミ収集車や処理場から排出されるCO2を減らすことが
できる

など、環境保全にも直接的な効果を及ぼすことが出来ます。

　埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉
市、さいたま市の八都県市は、企業に対しては、商品化、流通、
販売など、全ての段階で容器・包装を軽量化し、ゴミをできる
だけ出さないように、消費者に対しては、ゴミになる容器・包
装の少ない商品を選ぶ目を持つように、それぞれ協力を求
め、容器、包装を簡略化（ダイエット）し、ゴミを減らす努力をし
ていく「容器包装ダイエット宣言」を発表しました。
　キッコーマングループを含む多くの企業（06年10月現在65
社）がこの宣言に賛同し、それぞれが工夫を凝らし、容器、包
装の簡略化に向けて行動をおこしています。

　詳しくは、「八都県市容器包装ダイエット宣言」のホーム
ページをご参照下さい。
『八都県市容器包装ダイエット宣言』
 http://www.diet-youki.jp/
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（２）「PETボトルリサイクル推進協議会」に参加
＜2007年度記載＞

　PETボトルリサイクル推進協議会は、1993年、
PETボトルのリサイクル事業の推進
PETボトルのリサイクルを推進するため、消費者も含めた
幅広い広報活動
市町村の分別収集への協力

を目的に、PETボトルを利用する中心メーカー4団体（日本醤
油協会、全国清涼飲料協議会、日本果汁協会、酒類ペットボト
ルリサイクル連絡会）と容器及び樹脂メーカーの団体PETボト
ル協議会）の5団体で構成されています。
　2007年度現在、
2010年度 1本当たり軽量化率3％（2004年度比）
PETボトルリターナブルシステムの調査・研究
2010年度の回収率75％以上

の目標を掲げ、「再利用委員会」「リサイクル技術検討委員会」
「回収促進委員会」「3R推進委員会」などの委員会のもとで、調
査、啓蒙、調整活動を行っています。
　キッコーマンは、2007年度、日本醤油協会のメンバーとし
て、本協議会の副会長と理事を務めました。

（１）環境会計とは
　環境会計とは、企業等が、持続可能な発展を目指して、社会
との良好な関係を保ちつつ、環境保全への取組を効率的かつ
効果的に推進していくことを目的として、事業活動における環
境保全のためのコスト＊1とその活動により得られた効果＊2を
認識し、可能な限り定量的（貨幣単位または物量単位）に測定
し伝達する仕組みをいいます。

「環境保全のためのコスト」
環境保全を目的にして、事業活動において投下された投
資額と支出された費用額
「環境保全活動により得られた効果」
環境保全効果（環境汚染物質排出削減量、資源エネル
ギー節減量など）と環境保全対策に伴う経済効果（事業収
益への寄与額、コスト節減額など）

　環境会計を導入する企業には、以下のメリットが期待され
ます。
社外に環境保全活動に関するより正確な情報が開示でき
て、企業評価の向上につながる
環境保全活動に対する経営資源の投資がより適切な形と

なり、経営の効率化と経営体質の強化につながる
環境保全活動が、長期的視野に基づき、継続的、効率的に
推進できる
環境リスクが把握可能となり、経済的、社会的ロスの発生
が回避できる

　環境省は、2010年度に、上場企業の約50％及び従業員500
人以上の非上場企業の約30％が環境会計を実施するように
なることを目標に、環境会計ガイドライン等の公表や「環境会
計に関する企業実務研究会」を継続的に開催するなど、環境
会計の普及促進に努めています。2007年2月には、これまでの
ガイドライン（2002年版）を改訂した「環境会計ガイドライン
2005」を公表しました。
『環境会計ガイドライン2005年版』
 http://www.env.go.jp/policy/kaikei/guide2005.html
 
　環境会計ガイドライン2005を構成する項目は以下のような
ものです。
環境会計とは（環境会計の定義、環境会計の機能と役割、
環境会計の一般的要件、環境会計の構成要素）
環境会計の基本事項（基本事項、対象期間と集計範囲）
環境保全コスト（範囲、分類、集計方法）
環境保全効果（効果の分類、算定方法、保全コスト分類と
の対応による保全効果の抽出）
環境保全対策に伴う経済効果（内容、算定方法、経済価値
評価法）
連結環境会計の取扱い（範囲、集計）
環境会計情報の開示（環境保全活動の経過、成果、基本事
項、集計結果）
内部管理のための活用（外部公表情報と内部管理情報の
関係、内部管理手法の開発）
環境会計の数値を用いた分析のための指標（分析指標の
意義と役割、分析指標の内容）
環境会計の開示様式と内部管理表（外部公表のための開
示様式、内部利用のための管理表、環境会計の応用のた
めの各種参考表）

　2003年度の環境省の調査によれば、調査に回答した事業
者（有効回答数2,795社）のうち、環境会計を既に導入してい
ると回答した事業者は661社（上場企業の31.8％：393社／有
効回答数1,234社、非上場企業の17.2％：268社／有効回答数
1,561社）となっています。

（２）キッコーマングループ環境会計の歩み
　キッコーマンは、創業以来、一貫して環境に配慮した経営を
心がけてきました。1972年には独立した環境保全推進部門を
設立し、1992年には環境憲章を公表、1998年に環境報告書
を初めて公表、そして、2000年から環境会計を導入しました。
　キッコーマングループとしては、2001年に環境報告書の対
象をグループに拡大、2002年からはグループ内主な企業の環
境会計を公表しています。
　その後、キッコーマングループ環境報告書は、2004年には
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キッコーマングループ環境経営報告書に、続いて2006年には
キッコーマングループ社会・環境報告書に姿を変えて現在に
至っています。
　キッコーマングループ環境会計は、各報告書に記載されて
いる他、WEB上でも詳細な内容が開示されています。

（３）対象範囲（2009年度現在）
　キッコーマン食品、北海道キッコーマン、流山キッコーマ
ン、平成食品工業、江戸川食品、日本デルモンテ、東北デルモ
ンテ、マンズワイン、フードケミファ、宝醤油、KFI（アメリカ）、
KSP（シンガポール）、KFE（オランダ）13社。対象期間は各社の
事業年度（＝財務報告書）と同一です。

（４）仕組み
　キッコーマングループの環境会計算出に際しては、
環境保全活動に投下されたコスト（投資額と費用額）をと
らえ
環境保全活動の成果を「量」で把握し、
「量的成果」を金額に換算しなおして「効果額」とするステッ
プを取っています。

　効果とする項目は、右記の4項目です。

○

○
○

○

○

○

○

○

○

○

エネルギー低減効果
使用した重油、電力、ガス、ガソリンなどの総エネルギー量
を金額換算し、前年度実績からの増減を効果としています。
エネルギー（化石燃料）抑制効果
A重油（化石燃料）に代えて燃焼させたしょうゆ油（植物性
燃料）量＊1から効果を算定します。
廃棄物・副産物＊2低減効果
廃棄物・副産物の環境負荷量のCO2換算値を金額換算し、
前年度実績からの増減を効果としています。
廃棄物・副産物抑制（再生利用）効果
可燃廃棄物を燃焼処理せず再生利用すると燃焼処理相当
分のCO2を抑制したとみなして、再生利用量を算定し廃棄
物抑制（再生利用）効果としています。

「植物性燃料」
しょうゆの原料である大豆・小麦を含め植物は、炭酸同化
作用により大気中のCO2を吸収しているため、植物や植物
由来の生成物を燃焼しても、大気中のCO2の増加には影
響しないとされています。キッコーマングループは、しょう
ゆの副産物（植物由来生成物）であるしょうゆ粕、しょうゆ
油を1987年から熱利用をしてきました（2007年度からは
しょうゆ油のみ）ので、この利用分をエネルギー（化石燃
料）抑制効果、ととらえています。
「廃棄物・副産物」
キッコーマングループは、廃棄物・副産物のなかに、有価
物、再生利用物を含めています。（エネルギー利用された
しょうゆ油は含みません。）なお、燃焼によりCO2を発生し
ない廃棄物（缶、鉄くず、ガラスくず、陶磁器くずなど）は、
有価物を含めて不燃物とし、ここには加えていません。

　量的効果を金額に換算するには以下の手続きをとります。
使用エネルギーと排出廃棄物・副産物の環境負荷量の
CO2換算値を、環境省エコアクション21「環境活動評価プ
ログラム」に従って算出
換算したCO2を、重油排出係数（2.710t-CO2/kℓ）を用いて
A重油量に換算
換算したA重油量に、重油の当該年度平均購入単価を乗じ
て金額に換算

（注）2008年度に金額換算法を変更しました。＜Ⅵ-3-2）参照＞

＊1

＊2

効果（量）の金額換算＝

環境負荷量のCO2換算値÷A重油排出係数×平均A重油購入単価

環境保全活動に投下された「投資」、支出された「費用」を算出

効果（量）の金額換算費用対効果の分析、
吟味、将来計画

● 生産・サービス活動により生じる環境負荷抑制のためのコスト
● 環境保全管理活動におけるコスト
● 環境保全に関わる研究開発コスト
● 社会活動における環境保全コスト
● 環境損傷に対応するコスト
などを加算

環境保全効果（量）の評価
● 使用エネルギー量の節減効果
● 化石燃料抑制効果
● 生産廃棄物の節減効果
● 廃棄物再生利用
を把握

● 節減量を環境省発表のプログラムに
　 したがってCO2量に変換
● 変換したCO2量を重油の排出係数で
　 割ってＡ重油量（kℓ）に換算
● 換算したＡ重油量の購入額を算出して
　 効果額を把握

費
用

投
資

環境会計

効果額

STEP 1

STEP 2

STEP 3STEP 4



２）「日経・JBIC排出量取引参考気配」の採用
　＜社会・環境報告書2009・48頁「環境会計の仕組み」

参照＞
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　キッコーマングループの環境会計で環境保全効果を金額
に換算する際に使用していた「A重油価格」を、2008年度から
「日経・JBIC排出量取引参考気配」に変更しました。

　環境会計の中で保全効果を金額に換算する方式は、金額表
示されている投資・費用の効果がCO2量のみであっては、費用
対効果の対比が分かりにくい、という考え方から取り入れられ
たものですが、環境会計公表当時（1998年）にはCO2量の金
額換算基準がなかったため、当時の主なエネルギー源であった
A重油の平均購入単価を活用する独自の方式を採用しました。
　しかし、近年、
工場の主なエネルギー源は、A重油からガスや電気に変
わってきている
A重油価格の変動が大きいため環境会計もその影響を受
けてしまう
A重油価格は工場ごとに異なっている
排出権取引の動きが活発化し、CO2価格が示され始めた

などの理由で、「A重油価格」から「CO2価格」に変更することに
しました。

　現在、「CO2価格」として、「日経・JBIC排出量取引参考気配」
の他にも「全国林業改良普及協会」「自主参加型国内排出量
取引制度」「環境省AIMモデルによる推計」「国連気候変動型
枠組条約国連CDM」「RGGI CO2排出枠取引プログラム」など
が発表されていますが、これらの中から「日経・JBIC排出量取
引参考気配」を選んだのは、
CO2金額換算の説明責任の根拠が明確で、ステークホル
ダーが情報ソースへアクセス可能であること
前年度の平均価格が4月に公表されるので、6月に集計さ
れるキッコーマングループ環境会計にタイミングよく利用
できること
価格が円で公表されるため、為替変動の影響をうけないこと

などによります。

　「日経・JBIC排出量取引参考気配」は、2008年4月21日から、
国際協力銀行（JBIC）と株式会社日本経済新聞デジタルメディ
アが毎週月曜日に公表している排出量取引の動向気配価格
です。具体的には、国連が発行した排出量を日本市場で一定
量売買する場合の気配値（円ベース）を、協力8社（バークレイ
ズ・キャピタル証券株式会社、エコセキュリティーズ日本株式
会社、フォルティス銀行、JPモルガン証券株式会社、丸紅株式
会社、ナットソース・ジャパン株式会社、オルベオ/ローディア
ジャパン、住友商事株式会社）から得て算出し公表しているも
のです。

　2008年度に使用した「日経・JBIC排出量取引参考気配」は、
年度平均値で2,420.8円/t-CO2でした。 
（注）2009年度は、年度末の価格を利用し、1,450.4円/t-CO2

でした。

　キッコーマングループの「エネルギー・資源フロー」は、生
産活動に関わるINPUTとOUTPUTを表し、生産活動以降の流
通段階は含んでいません。
　数値に含まれる企業はグループ内で生産活動を営む主要
企業13社で、キッコーマングループ全体のフローを示してい
るといえます。
　フローで用いられている数値の内、INPUTの「エネルギー・
水」、OUTPUTの「固体・液体排出物」「気体排出物」および「廃
棄物・副産物」は、環境会計にも記載されていますので、企業
別や前年対比などの詳細把握が可能です。

　キッコーマンは、（財）千葉県環境財団＊1が運営している
「ちば環境再生基金」の趣旨に賛同して、野田地域の社員に募
金を呼び掛け、寄付を行っています。

　2002年2月、千葉県が「とりもどそう！ふるさとの自然」という
スローガンのもとで策定した、県民総参加による「ふるさと千
葉の自然環境の保全と再生を目指す“ちば環境再生計画”」を
推進するために設置された基金。
　県民からの寄付を元に、（財）千葉県環境財団が
NPOや市民団体による自然環境の保全と再生、体験的環
境学習、省資源・省エネルギーの活動を公募し、助成して
います。
市町村が地域の住民等と連携しながら計画的に実施する
自然環境の保全・再生事業を助成しています。

○

○

○
○

○

○

○

４．エネルギー・資源フロー

１）エネルギー・資源フロー
　＜社会・環境報告書2009・47頁「エネルギー・資源

フロー」参照＞

５．寄付

１）ちば環境再生基金
　＜社会・環境報告書2007・40頁「ちば環境再生基金

への寄付活動」参照＞

【 ちば環境再生基金 】

○

○
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Ⅵ

なのはなやひまわりから収穫される油で資源の循環を体
験する、なのはなエコプロジェクト・ひまわりプロジェクト
を実施しています。
市町村などが行う、廃棄物の不法投棄対策と廃棄物処理
法の施行以前に処分された廃棄物の対策への助成をして
います。

　キッコーマンは、2004年度から野田地域の社員からの募金
活動を始めました。環境部に事務局をおき、野田地域の事業
所（野田工場、研究本部、野田本社、総合病院）の協力を得て、
趣旨の周知、募金箱・パンフレット・ポスターの配布を行い、毎
年約10日間の募金活動を行っています。
　集められたお金は、マッチング寄付制度＊2からの金額と一
緒に基金に送られます。
　2006年には、キッコーマンが継続して行った寄付活動に対
し「ちば環境再生計画」を推進する千葉県から感謝状が送ら
れました。

＜2009年度追加＞
　「ちば環境再生基金」への継続大口寄付活動に対して、
2009年1月、堂本暁子千葉県知事からの感謝状が千葉県環境
財団理事長の手でキッコーマンに届けられました。2006年度
にも同様の感謝状を頂いており、2008年度は二回目となります。

「（財）千葉県環境財団」
自然環境の保全、再生及び活用のための事業を行なうと
ともに、大気汚染、水質汚濁等の公害の発生を防止し、環
境保全に関する調査研究及び知識の普及啓発を図り、健
康にして豊かな郷土の建設に寄与することを目的として
設立された財団法人です。
「マッチング寄付制度」
キッコーマンの社員ボランティア活動支援制度の一つ
で、社員が外部公共団体などに寄付する際に、会社も一
定比率の金額を合わせて寄付する制度です。

○

○

＊1

＊2



【 清水公園の看板 】

１．清水公園

＜環境経営報告書2004・32頁「自然の美を人々へ」参照＞

２．北海道野生動物保護公社への協力

＜環境経営報告書2004・32頁「希少野生生物保護に協力」
　参照＞
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　清水公園は、野田市北部に約28万平方メートルの敷地を持
つ公園です。一般に開放され、公園内に点在する各種施設と、
四季折々に咲き誇る花々が人々に憩いの場を提供していま
す。キッコーマンは、公園を管理している千秋社と創業当初か
ら深い関わりを持ち、公園の運営に協力しています。
　清水公園の詳細はこちらをご覧ください。
『清水公園・ホームページ』
 http://www.shimizu-kouen.com/

　北海道キッコーマンは、千歳工場時代の1999年より、絶滅
の危機に瀕している貴重な動物の保護、調査、研究、啓発など
の活動を行う「北海道野生生物保護公社」の趣旨に賛同し、協
力しています。特に、昔からアイヌの人々に「村の守神」と呼ば
れて親しまれ、現在は、推測わずか120羽程度しか生息してい
ないシマフクロウの保護活動に力を入れています。
 
（注）北海道千歳市で操業するキッコーマン千歳工場は、

2005年10月より、北海道キッコーマン株式会社となりま
した。

皆さんが立っている場所は、数千年前、縄文時代の人達が暮らしていたあとです。
その頃、東京湾はこのあたりまで深く入りこみ、美しい海岸線がはるか南の方へ伸び、森や丘や沼や小川などの豊かな
自然がどこまでも続いていたことでしょう。
明治二十七年（一八九四年）、茂木家の先人が緑と水に恵まれたこの台地を選んで、清水公園の基をつくりました。
縄文の人たちが、木の実や貝を取りながら平和に生活していた土地は、現代の人びとにとっても、この上ない安らぎの
場となりました。
「花ファンタジア」では七百種類の四季の花々を楽しめます。また、園内を彩る桜やツツジをはじめ、梅、藤、花菖蒲、萩、
ぼたんなどの百樹百花。さらに秋の紅葉の美しさはご来園の皆様の絶賛をあびています。
そして、フィールドアスレチックは、森と水と澄んだ大気の中に、子供達の明るい歓声がはずむ冒険と遊びの国―――。
さあ、皆さんも、自然とともにのびのびと楽しい一日をお過ごしください。
 
野田・清水公園とキッコーマン
この公園は、株式会社千秋社が所有し、管理運営しています。千秋社とゆかりの深いキッコーマン株式会社は、大正六年
の創業以来、千秋社とともに、自然環境の保護、設備の充実に力を注いできました。
 
株式会社千秋社
キッコーマン株式会社

自然人間になりたいな

● 清水公園

● 北海道野生生物保護公社シンボルマーク



３．緑の環境維持

＜環境経営報告書2005・17頁「千歳工場が優良緑化工場
　として経済産業大臣賞受賞」参照＞

４．工場緑化推進で経済産業大臣賞受賞

＜環境経営報告書2005・17頁「千歳工場が優良緑化工場
　として経済産業大臣賞受賞」参照＞

５．ボーイスカウトの手賀沼水質調査に協力

＜社会・環境報告書2008・42頁「ボーイスカウトの手賀沼
　水質調査に協力」参照＞
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６．アメリカ

１）カリフォルニア工場の環境保全活動
　＜社会・環境報告書2007・32頁「KFIカリフォルニア

工場が6年連続でWRAP賞を受賞」参照＞

　北海道キッコーマンは、千歳臨空工業団地のほぼ中央に立
地し、自然環境を大切にする企業精神のもと、自然林を生かす
など自然環境に配慮しながら、多くの緑地の整備、維持、管理
を行い、緑地等の環境施設を地域住民などに広く開放してい
ます。

　2004年10月1日に開催された第23回工場緑化推進全国大
会において、工場緑化推進の功績に対し、千歳工場（当時）が
経済産業大臣賞を受賞しました。
　北海道の自然林を生かすなど自然環境に配慮しながら、多
くの緑地を維持管理して工場緑化の推進に努力したことや、
工場見学や「昆虫パネル展」開催の際に緑地等を開放するな
ど、地域の人々に安らぎの場を提供し、それが地域住民の楽し
みの一つになっていることが評価されました。このような千歳
工場の姿勢は「地球環境に対する優しさや幸福感に満ちた市
民の笑顔が行き交うまちづくり」を目指す千歳市の方針に合
致する、とされています。

　ボーイスカウト柏2団ベンチャー隊＜計画・実行・自己評価
の実践を体験する特別プロジェクト隊。大学1年生のリーダー
と高校生3人のグループ＞は、汚染が進んでしまっている身近な
自然・手賀沼の実態をもっとよく知りたいと考え、2007年8月、
手賀沼が汚れた原因、過去と今
汚れの原因の分析、水に何が溶解しているか、その物質と
汚れの関連
手賀沼とそこに流れ込む川の水中生物

をテーマにした環境調査を行うことにしました。
　環境・安全分析センターは、
その一部の水質分析につい
て、調査方法の指導、サンプリ
ング器具の貸与、水質分析の
実施のお手伝いをしました。
その結果、手賀沼の水のpH
（水素イオン濃度）は8付近、
D O（溶 存 酸 素 量）は 6 ～
9mg/ℓ、COD（化学酸素要求
量）は7mg/ℓ以下で、いずれも環境基準をぎりぎりにクリアし
てはいるものの、自分達が思っている以上に汚れていることを
自覚しました。10月には調査結果の報告会が開かれ、その結
果が地元の地域紙にも掲載されました。

　2006年、KFIカリフォルニア工場は、カリフォルニア州から6
年連続7回目となるWRAP賞（Waste Reduction Awards 
Program）を受賞しました。この賞は、省エネルギーや廃棄物
削減など環境保全への取り組みを表彰するもので、継続的な
努力と改善が、連続受賞につながりました。
　また、同工場は、工場所在地のサクラメント郡からも、環境
保全への取り組みを評価するB E R C 賞（ B u s i n e s s 
Environmental Resource Center Award）を、前例のない3
年連続で受賞しました。特に今回は最優秀賞の受賞でした。
　これらの受賞実績は、周辺地域から多数の賛辞を受け、KFI
の企業姿勢に対する高い評価につながっています。このよう
な評価が得られるのは、環境管理者を中心にした工場従業員
全員が、日常の作業の場に環境保全活動をルーチンとして組
み込んできているからです。

○工場の敷地面積： 88,822m2

○ 緑地の割合： 51％
○緑地の種別 自然型樹群

整形型樹群
植栽
地被植物

：35％
：14％
：18％
：32％

○
○

○



７．オランダ

１）環境浄化協力
　＜環境経営報告書2004・26頁「自然保護に協力」参照＞
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＜2009年度追加＞
　2008年度も、カリフォルニア工場では、カリフォルニア州か
らWRAP賞（Waste Reduction Awards Program）、工場の所
在するサクラメント郡からSSB賞（Sacramento Sustainable 
Business Award）、サクラメント郡の環境団体からSEC賞（Sacramento 
Environmental Commission Award）を受賞しました。

　1997年より、KFEは、オランダ・フローニンゲン州にあるザ
ウドラーデル湖（Zuldlaardermeer）の水質改善プロジェクト
に協力していますが、その背景には以下のような事情があり
ました。

　オランダの歴史は水との戦いの歴史であったといえます。
オランダ人は一面の沼地に堤防を築き、排水装置を開発する
ことで、人間の住める土地を開拓してきました。しかしながら
1990年代において、幾度かの洪水がオランダの住民を襲いま
した。地球温暖化による海面の上昇や排水能カの減衰がその
原因と言われていますが、特にフローニンゲン地区では、天然
ガスの採取による地盤沈下が被害を広げる結果となりました。

　ザウドラーデル湖は、オランダ・フローニンゲン州でも有数
の湖（州で二番目の大きさ）で、大切な水源となっています。し
かし、水質の汚染が深刻化し、生態系への悪影響によって、以
前はよく見られた魚や小動物、野鳥までもがその数を減らし
てしまいました。それらの問題解決には「貯水量の管理」「水
質の浄化」「生態系の復帰」が必要となります。その目標達成に
向けて、環境保全団体の“Stichting Het Groninger Landschape”
が中心となり、水質改善プロジェクトを着手しました。この水
質改善プロジェクトは、ヨーロッパ共同体、オランダ政府、フ
ローニンゲン州、ホッヘザンドーサッペメア市、 WNF（WWF
関連団体）等によって支援されています。
　1997年、上述の環境保全団体から、キッコーマン・フード・
ヨーロッパ（KFE）ヘプロジェクトに協カしてほしい旨の申し入
れがありました。KFEは「自然との調和」、「地域社会にとって存
在意義のある会社へ」のポリシーのもと、地元住民への関心
が高いこと、当湖が工場の水源であること、自然の恵みへ恩返
しできる機会であることなどの理由からこれを快諾し、メイン
スポンサーとしての寄付を申し出ました。この資金で導入され
た湖水汲み上げ用の風車は、「キッコーマン風車」と名付けら
れています。
　プロジェクトが達成しようとする水質浄化のメカニズムは、
「自然のカをエネルギー源とし、自然の治癒カで浄化する」の
が特徴です。具体的には、広大な水質浄化エリアを湖の隣に
設け、風のカを利用して少しずつ湖の水を汲み上げます。この
水が浄化エリアをゆっくりと流れる間に、水生生物や微生物
などの働きによって徐々に浄化され、また湖に戻っていくとい
う仕組みになっています。
　長期的なプロジェクトですから、発足以来まだ期間の短い
現在では、著しい効果が確認されたわけではありませんが、
水質と生態系が改善の兆しを見せ始めていると報告されてい
ます。また、このプロジェクトはさまざまなメディアで取り上げ
られ、「自然への負荷の少ない水質管理方法」として注目を浴
びています。こういった自然保護の取り組みが各地に広がって
いくことも成果の一つでしょう。
　KFEと環境保全団体の間では、少なくとも2012年までは寄
付を続ける契約が結ばれています。当プロジェクトでは今後、
浄化エリアと各設備の維持及び改善が続けられていきます。
このプロジェクトは、現在は試験的にザウドラデル湖で実施さ
れていますが、この方法は地域を選ばず、どこでも実施できる

しょうゆ粕の飼料利用の推進
段ボールや包装用ビニール袋のリサイクルの
推進などによる廃棄物削減
老朽化した水銀灯から高効率の蛍光灯への更新
夏季の休日におけるボイラー休止
冬季における外気温検知による製麹用冷却機の
自動停止
蒸気ドレン回収設備によるエネルギーの有効活用
洗浄用ホースの適切な取り扱いの徹底などによる
漏水の防止 

○
○

○
○
○

○
○

KFIカリフォルニア工場における主な環境保全活動



８．シンガポール

２）植林支援
　＜環境経営報告書2005・27頁「植林プロジェクトへの

支援」参照＞
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９．バイオで救う自然の命

１）ホタルの命
　＜環境経営報告書2004・13頁「ホタルの発光メカニ

ズムを利用して汚れをチェック」参照＞

１）人造池開発支援
　＜2011年度記載＞

のが特徴です。いずれはオランダのみならず、世界の至る所で
実施される日が来るかもしれません。ヨーロッパ共同体が参
画していることは、その関心の高さの証明ともいえます。

＜2011年度追加＞
　KFEが引き続き寄付をしているグローニンゲン州の水質改
善プロジェクトの10年間の観察結果が出ました。
　それによりますと、水質改善が進んだ結果、
54種類の鳥類が見られるようになりました。内8種類の絶
滅危惧種が含まれます。
129種類の植物が見られるようになりました。内6種類の絶
滅危惧種が含まれます。
8種類の魚類が見られるようになりました。
25種類以上の蝶類が見られるようになりました。

今後も、湖に暮らす生き物の生物多様性保全はもとより、人々の
生活、教育、レクリエーション環境の向上に協力していきます。

　2002年、KFEは、創立5周年を記念した地域貢献活動とし
て、オランダの緑化基金（Het National Groenfonds）を応援
しました。当基金は、森を増やすことで環境の改善と地球温暖
化の緩和を目指そうと、オランダ国内での植林プロジェクトを
進めています。 KFEからの寄付は、工場の南西、約60kmに位
置するハイケルフェルド（Het Hijkerveld）自然公園に役立て
られ、広々とした公園内に30,000本の木が植えられました。今
はまだ若い苗木ですが、この木々が枝を広げ青々とした葉を
たたえるようになる頃には、多くの野鳥や野生動物たちが集
まってくることでしょう。当自然公園では他にも、オランダ伝統
の畜産方法である牧羊犬をパートナーとした羊の飼育や、郷
土資料館などが公開されています。これまで当基金への支援
は、公共の団体が主体となって進められてきたことから、「今
回のKFEの協力が、他の一般企業の関心を呼ぶ引き金になる
だろう」と高く評価されています。

　2010年KSPは、シンガポール中心地マリナ湾に建設されて
いる国立公園の人工池造成プロジェクトに賛同し、建設資金
の一部を寄付しました。
　人工池（Kingfisher Lake）は市民憩いの場となると共に、多
様な水生植物を育てることで、
水生植物が濾過層の役割を果たし、水の流れが減少され
沈殿物が除去される 
水生植物やアシの島が、窒素や燐のような栄養分を吸収
するように組み込まれ、藻の繁殖を抑え良質な水を作る
水生植物の多様性、良好な水循環やエアレーションを維
持することにより、魚やトンボが成育できる　

など、良好な水質環境を維持し、多くの魚や昆虫類が成育す
る場を与えることを目的としています。

　ホタルが光をだすのは、体内で生産する酵素「ルシフェラー
ゼ」を触媒とし、同じく体内にある「ルシフェリン」と高エネル
ギー化合物「アデノシン-3-リン酸」（ATP）を反応させているか
らです。

　「ATP」は全ての生物が持っている"生き物の証"です。これ
に「ルシフェラーゼ」「ルシフェリン」が働きかけて発光する原
理を応用すれば、衛生検査、清浄度測定を安全、迅速、簡便に
行えることは以前からわかっていました。

○

○

○
○

【 ホタルが光る原理 】

【 原理の応用 】

○

○

○
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１０．植物ワクチン

＜2011年度記載＞

　例えば
「微生物（汚染）検査」
その食品がもともと持っていたATPを消却する。
微生物からATPを抽出する薬品を混ぜる。
これに「ルシフェラーゼ」と「ルシフェリン」を加える。
その結果の発光量を測る。
食品が微生物に汚染されている度合がわかる。

「清浄度検査」
洗浄後の調理器具などに食品残さ物が付着していると生
物由来のATPがある。
これに「ルシフェラーゼ」と「ルシフェリン」を加えると発光
する。
その発光量を測る。
調理器具に食品残さ物が残されている度合がわかる。

　発光酵素「ルシフェラーゼ」はホタルの体内でつくられるも
ので、これを人工的に製造することは困難でした。この原理を
利用するためには、ホタルの持つ天然の「ルシフェラーゼ」を
活用せざるを得ず、1gの「ルシフェラーゼ」を得るためには10
万匹のホタルの命が必要とされ、原理活用のネックになって
いました。

　1988年、キッコーマンは、大腸菌にゲンジホタルの発光酵
素遺伝子を組み込むことで、生物発光酵素「ルシフェラーゼ」
の量産化への道を開き、多くのホタルの命を救いながら、食
品ならびに食品製造過程における効果的な微生物（汚染）検
査を可能にしました。さらに、この検査法は、他の検査方法で
大量に必要とする微生物培養シャーレなどの検査器具を使い
ませんので、簡便性に富み、廃棄物削減効果にも寄与するも
のでした。

＜環境経営報告書2005・16頁「ホタル ルシフェラーゼの
　応用開発が日本農芸化学会技術賞を受賞」参照＞

　生きたホタルを破壊することなく発光原理を活用できる技
術を用いて、衛生検査などの領域で製品化を進めたキッコー
マンの応用開発は、その精度や操作性などの商品力と共に、
検査時間の短縮、廃棄物の減少などの環境保全面での有効
性も認められ、日本農芸化学会から2004年度農芸化学会技
術賞を受賞しました。

　つゆ・たれ製品には、製造後、一般生菌などの微生物が混
入されていないことを確認する作業が必要です。これまでの
確認法は「培養→コロニーカウント」を基本手続きとしていま
したので、検査結果が出るまでに1週間前後製品出荷を待機
させなければなりませんでした。ルシフェラーゼとATPの発光
原理を応用した「ATP法」では検査の期間を2日に短縮できる

【 原理応用のネック 】

【 キッコーマンの技術開発 】

【 2004年度日本農芸化学会技術賞を受賞 】

【 つゆ・たれ製造過程での活用 】

○
○
○
○
○

○

○

○
○

ことがわかりましたので、2005年1月、キッコーマン生産本部
では「ATP法」を基礎とした「迅速微生物検査法」を品質管理
に組み入れました。その結果、検査期間が短縮され、マーケッ
ト需要に応じた適切な在庫量をより容易に管理できるように
なりました。

　植物ワクチンは、弱いウイルスを
身体に接種して発病を抑える「ワク
チン予防接種」の仕組みを植物に応
用するものです。
　キュウリ モザイク ウイルス（CMV）
は、トマトなどの植物に感染して大
きな打撃を与えるウイルスで、アブ
ラムシが運びます。これまでのウイ
ルス予防は、アブラムシを駆除する
殺虫剤の大量散布で行いました。
　日本デルモンテは、製品の主要原
料であるトマトを守るため、CMVワ
クチンの研究を進め、トマトの苗に
ワクチンを予防接種する事に成功し
ました。
　これは、トマトの苗を病気から守るだけでなく、アブラムシ
駆除のために殺虫剤を大量に散布する必要がなくなるので、
「虫類を無用に排除する機会を減らす環境に優しい農業」に
もつながります。
　日本デルモンテはCMV以外の植物ワクチンの開発にも取り
組んでいます。



１．non-GMO（非遺伝子組換え）原料の活用

＜社会・環境報告書2006・13頁「nonGMO（非遺伝子組み
換え）作物の使用」参照＞
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　遺伝子組換え（GMO）作物が日本に初めて輸入されたのは
1996年11月。その安全性や環境への影響をめぐって、賛否両
論が湧き上がってきました。キッコーマンでも、使用している
原料大豆がGMO大豆生産国・アメリカからのものであったの
で、 GMO大豆が入ってくることになった当初から、GMO問題
には関心を払ってきました。

　2000年3月、農水省が「遺伝子組換えに関する表示の基準」
を公表し、翌2001年4月に表示が義務付けられました。そうし
た中で、しょうゆに関しては「長い時間をかけた醸造過程で原
料の大豆タンパクやDNA（遺伝子）が分解されてしまう」と言
う理由で、表示義務の対象にはなりませんでした。しかし、しょ
うゆ業界では、任意表示という前提で業界としてのガイドライ
ンを作ることになり、当社としても任意表示ができる状況が
整ってきました。
 
　しょうゆが表示義務の対象からはずされたにもかかわら
ず、non-GMO宣言をした背景にあったのは、ユーザーニーズ
でした。しょうゆ業界は、全国約1500社あるなかで、上位5社

が占めるシェアは50％程度に過ぎず、中小メーカーの数が圧
倒的に多い業界なのですが、non-GMO化対応は、まずは中
小メーカーから始まりました。そして、とくに学校給食関係、生
協、大手の加工用ユーザーから「できればnon-GMO原料がほ
しい」という要請が多く届けられるようになってきたのです。
 
　キッコーマンも本格的にこの問題に取り組み、2003年6月
には、しょうゆ原料の大豆をすべて非遺伝子組換え（non-GMO）
原料に切り換えることを宣言しました。現在では、特に業務
用・加工用ユーザーの間から要望が強いので、原料規格書を
出す時には、non-GMOの問題はアレルゲンの問題と並んで
いまや必須項目となっています。
 
　現在キッコーマンでは、国内のしょうゆに使用する丸大豆と
加工用脱脂大豆に対して定期的に原料の抜き取り調査を行
い、non-GMOであることを自主的に確認しています。また、生
産・流通段階では、IPハンドリング（non-GMO作物とGMO作
物とが混在しないように分別管理し、その管理内容を記した
文書により分別管理を証明する管理法）による管理を行って
います。その結果、たとえば特選丸大豆しょうゆのラベル内で
は、「原材料名　大豆（遺伝子組換えでない）、小麦、食塩」と言
うように、non-GMOであることを明記しています。

● 原材料に「大豆（遺伝子組換えでない）」と表示しているラベル



２．ポジティブリスト制度に対応した農薬検査

＜社会・環境報告書2006・13頁「残留農薬の分析法確立」
　参照＞
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１）

２）

３）

　キッコーマンは、ポジティブリスト制度に対応し、精度、ス
ピード、コスト面で優れた醤油製造に関する残留農薬一斉分
析法を開発したので、（財）日本醤油技術センターより、2006
年度の「日本醤油技術センター技術賞」を受賞しました。以下
は、同賞を受賞した技術の開発担当者による研究レジメです。

　食品衛生法が2003年5月に改正され、残留農薬ポジティ
ブリスト制度が2006年5月に施行されることが決定した。
同制度では全食品が規制対象となり、801種類の農薬等に
基準値もしくは暫定基準値が設定された。それらの基準値
が設けられなかった農薬については、0.01ppmという厳し
い一律基準値が定められた。食品を製造している事業者に
とって、農薬問題は安全な食品を提供する上で重要な課題
との判断に基づき、分析法の開発を開始した。
　本研究で採用した一斉分析法構築の基本方針としては、
（１）確実な農薬の定性、（２）高精度な定量、（３）定量感
度が0.01ppmを満足する事、および、（４）迅速で簡便な操
作を掲げた。
　上記方針を達成するために、サンプル抽出液の精製に
は、操作が簡便・迅速で、しかも応用範囲の広い固相抽出
を主とする前処理方法を開発した。測定機器としては、ま
ず、厚生労働省により推奨されているGC/MSを検討した
が、サンプル由来の爽雑物質の影響が大きく、精度の高い
分析を行うことは困難であった。それに対して、次に検討し
た四重極型GC/MS/MSは定性・定量能力に優れ、爽雑物
質の影響を受けにくく、これを用いる事によって、原料（大
豆、小麦）、醤油、副産物中の97種類の農薬を0.01ppmの
濃度でも高精度分析が可能な方法を確立することができた

１～３）。本方法により、原料、製品など約200検体を分析
したところ、全てにおいて農薬は不検出であった。
　また、実験的に農薬混合物を熟成醤油諸味に添加、圧搾
して、液汁、油および粕のそれぞれに分配される農薬の種
類および量を調べた。その結果、醤油粕に分配される農薬
の種類が最も多いことが明らかになった3)。
　ポジティブリスト制度の施行に対応して、精度、スピー
ド、コストの面で優れた醤油製造に関する残留農薬一斉分
析法を開発し、その成果を日本醤油技術センターの研究発
表会と「醤油の研究と技術」誌に発表した。本研究をさらに
積極的に展開し、分析技術を磨き、食の安全と安心に関し
て正確な情報を発信し続けるとともに、醤油業界の発展に
貢献したい。
 
[文献]
榊原達哉，石山孝，木村紀子，辰巳宏樹，佐々木正興： 
日本醤油技術センター第62回研究発表会講演要旨集 4 
（2005）
榊原達哉，石山孝，木村紀子，堀内達雄，辰巳宏樹，佐々
木正興： 醤油の研究と技術32，No2，93 （2006）
榊原達哉，木村紀子，堀内達雄，佐々木正興： 日本醤油
技術センター第63回研究発表会講演要旨集 4 （2006）
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第15回木下賞（包装業界のグランプリ）

再資源化優良工場

緑化優良工場

 第7回環境資源協カ賞

平成11年度農芸化学技術賞

WRAP（廃棄物削減賞）

第9回流通システム大賞

日経ニューオフィス推進賞

第23回農林水産大臣賞（資源環境保全部門）

第9回環境・省エネルギー建築賞

2003年日経ものづくり特別賞

第4回JIA環境建築賞優秀賞

2003年度経済産業省産業技術環境局長賞

平成15年度農芸化学会技術賞

平成15年度環境経営格付（サステイナビリテイ格付
け）優秀賞 

Pollution Prevention Award 受賞

第23回工場緑化推進経済産業大臣賞

日本醤油協会技術センター技術賞

2009日本パッケージコンテスト食品包装部門賞

＜主催・日本包装技術協会＞
キッコーマンに対して。BIB（バックインボックス）用省
資源型ダンボールのオクトポスト開発が評価された。

＜主催・クリーンウエイスト干葉＞
野田工場に対して。産業廃棄物適正処理推進大会
にて受賞。

＜主催・北海道通商産業局＞
千歳工場に対して。緑化が優良な工場として評価さ
れた。

＜主催・日本食糧新聞＞
キッコーマンに対して。地球環境の保全と資源保護
に積極的に協カし成果をあげたことが評価された。

＜主催・日本農芸化学会＞
キッコーマンに対して。ワイン副産物のブドウ種子
から純度の高いポリフェノールを取り出したことが
評価された。

＜主催・カリフォルニア州環境保護局＞
Kikkoman Foods, Inc.（KFI）カリフォルニアエ場に
対して。省エネと廃棄物の削減が評価された。

＜主催・日刊工業新聞＞
キッコーマンに対して。物流支援ソフトが、流通サー
ビス業界の情報化促進に優れていると評価された。

＜主催・日本経済新聞社＞
野田本社に対して。快適かつ機能的なオフィスづく
りの普及促進を目的とした、ニューオフィス化促進
推進運動で、省エネタイプの設計、雨水の有効利用
などが評価された。

＜主催・農林水産省＞
キッコーマンに対して。省エネ、廃棄物の再利用、
EMS構築等、環境の維持・改善が評価され、食品産
業優良企業の資源環境保全部門で受賞した。

＜主催・建築環境・省エネルギー機構＞
野田本社に対して。省エネタイプの設計、ルーバで
採光、事務棟内の空調、雨水の利用などが評価された。

＜主催・日本経済新聞社＞
KFIに対して。生産性の向上、環境対策、国際競争カ
の向上、しょうゆの消費拡大が評価された。

＜主催・日本建築家協会＞
野田本社に対して。優れた発想と卓越した技術を

もった建築で地球環境時代に新しい地平をひらくと
評価された。

＜主催・経済産業省＞
研究本部に対して。しょうゆ油の養殖魚用飼料への
利用が優秀な資源循環技術システムとして評価さ
れた。

＜主催・日本農芸化学会＞
研究本部に対して。ホタルルシフェラーゼの応用技術
を、優れた商品開発に結びつけたことが評価された。

　　　　　
＜主催・環境経営格付機構＞
キッコーマンに対して。優れたCSR経営の実践が評
価され、他社の範となると認められた。

＜主催・Business Environment Resource Center>
KFIカリフォルニア工場に対して。廃棄物･副産物リ
サイクル努力、エネルギー・ランドフィル削減努力が
評価された。

＜主催・日本緑化センター＞
干歳工場に対して。自然林など自然環境に配慮し維
持管理し、地域に安らぎの場を提供したことが評価
された。

＜主催・日本醤油技術センター＞
環境部分析センターに対して。しょうゆ製造に関す
る残留農薬一斉分析法の開発が評価された。

＜主催・日本包装技術協会＞
キッコーマンしょうゆの750mℓ・500mℓの新容器
が評価された。

1995年：

1997年：

1997年：

1998年：

1999年：

1999年：

1999年：

2001年：

2001年：

2002年：

2003年：

2003年：

2004年：

2004年：

2004年：

2004年：

2004年：

2006年：

2009年：
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公害対策委員会発足
全事業所の環境負荷量調査
環境管理部（対策課、調査課）設置
環境分析センター開設
（環境計量証明事業）
しょうゆ粕専用ボイラー稼動開始
環境保護推進本部設立
（公害防止から環境保護へ）
環境保護統括委員会発足
環境憲章制定、公表
環境に関する自主行動計画
（ボランタリー・プラン）の策定
環境保護推進室に改組
（環境保護企画部、環境分析センター）
内部環境監査開始
（製造／研究／病院）＝14事業所対象
世界環境経済人協議会（WBCSD）参加
野田第1工場 ISO14001認証取得
関連会社、海外工場、内部環境監査開始
キッコーマン環境報告書公表
（インターネット）
環境保全統括委員会発足
（環境保護統括委員会改組）
環境保全推進室に改組（環境企画部、
環境管理部、環境分析センター）
地球温暖化ガスの削減目標決定、公表
廃棄物再生利用の目標設定
キッコーマン環境報告書に環境会計を導入
 「グローバル・コンパクト」への参加
キッコーマングループ環境報告書公表

環境部に改組
（環境企画管理グループ、分析センター）
海外主要工場の全てで ISO14001認証取得
キッコーマングループ環境経営報告書
公表、小冊子発行
環境保全活動を整理し「環境保全活動事
例集（ケース・ファイル）」としてHP公開
（社）鉄道貨物協会の「エコレールマーク」
認定
新エネルギー・産業技術総合開発機構、
産業環境管理協会、日本経済新聞社主催
「エコプロダクツ2005」に出展
「八都県市容器包装ダイエット宣言」発表
キッコーマングループ主要事業所全てで
ISO14001認証取得
キッコーマングループ社会・環境報告書
公表、冊子発行
「チーム・マイナス6％」登録参加
 「容器包装に関する指針」決定
アジア生産性機構（APO）緑の生産性諮
問委員会（GP）参加
 「Caring for Climate」に署名
分析センターが研究開発本部に移り、環
境・安全分析センターと改称
環境マネジメント推進体制の改組
生物多様性民間参画パートナーシップ参加
キッコーマングループ（国内）ISO14001
一括認証取得

1970年
1971年
1972年
1976年

1989年
1992年

1993年

1995年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

8月
1～12月
12月
10月

11月
3月

4月
10月
3月

3月

6月

9月
5月
10月
11月

8月

8月

2月
2月
7月
1月
7月
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●
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●
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●
●
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●
●
●
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●

●

●
●
●
●
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2002年

2003年
2004年

2005年

2006年

2008年

2009年

2011年

6月

3月
6月

6月

7月

12月

12月
2月

6月

8月
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10月

10月
5月
6月
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